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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期

第１四半期連結
累計期間

第64期
第１四半期連結
累計期間

第63期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （千円） 2,343,836 1,686,070 10,897,239

経常利益又は経常損失（△） （千円） △145,292 △403,288 222,650

親会社株主に帰属する四半期純損

失（△）又は親会社株主に帰属す

る当期純利益

（千円） △149,752 △407,769 45,329

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △130,194 △491,005 △107,690

純資産額 （千円） 4,305,425 3,836,764 4,327,797

総資産額 （千円） 11,362,477 10,779,746 12,497,193

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利益

金額

（円） △12.06 △32.83 3.65

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 37.9 35.6 34.6

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在せず、また、第63期第１四

半期連結累計期間及び第64期第１四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失であるため記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間における世界経済は、米国の内需の底堅さなどから景気回復が続いておりましたが、

米国、欧州では内向きの政治リスク、地政学的リスクが高まり、中国などの新興国においては、一時期の急激な景

気冷え込みは脱したものの、投資、消費ともに牽引役の不足に伴う経済成長率の鈍化が懸念されています。これら

により、景気の下振れリスクが高まってきました。一方、わが国経済も、企業収益及び雇用・所得環境の回復によ

り、緩やかな回復基調で推移しましたが、世界経済の下振れリスクや、円高といった要因により、不透明感が強ま

りました。

当社グループの主たる供給先である半導体業界は、当第１四半期連結累計期間前半は在庫調整等により動きには

鈍いものがありましたが、後半より在庫調整が進んだことによる半導体市況の改善、３次元ＮＡＮＤ型フラッシュ

メモリーへの投資等先端向け投資が動き出しました。

こうした環境の中で、当社グループは先期に引続きＷＬＰ（ウェハーレベルパッケージ）をはじめとする先端

パッケージ分野及び車載向けパッケージ分野など、当社の強みを活かした分野に対して積極的な拡販活動を行いま

した。

この結果、先期に引続き先端分野を中心に受注はほぼ計画どおりの進捗となりましたが、売上は当第１四半期連

結累計期間の売上計画案件が少なかったことを主因として、当第１四半期連結累計期間の売上高は1,686百万円

（前年同四半期比28.1％減）、営業損失は377百万円（前年同四半期は営業損失175百万円）、経常損失は403百万

円（前年同四半期は経常損失145百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は407百万円（前年同四半期は親会

社株主に帰属する四半期純損失149百万円）となりました。

セグメント別の業績は次のとおりであります。
 
①電子部品組立装置

電子部品組立装置の受注環境は高機能スマートフォンの需要の頭打ちによる電子部品受注の落込みはありまし

たが、前述のとおり在庫調整が進んだことによる半導体市況の改善、IoTや３次元ＮＡＮＤ型フラッシュメモ
リーへの投資等先端向け投資が動き出した影響もあり、ＷＬＰを始めとする新規パッケージ向けモールド装置の

受注が全体を牽引し、ほぼ当初計画どおりの進捗となりました。一方、売上は当第１四半期連結累計期間の売上

計画案件が少なかったことを主因として、前年同四半期に比し減少いたしました。

この結果、売上高は1,326百万円（前年同四半期比18.8％減）、セグメント損失は170百万円(前年同四半期は

セグメント利益47百万円）となりました。
 
②電子部品

一般半導体及びＬＥＤ向けのリードフレーム等の製造につきましては、価格面で厳しい環境が継続しておりま

す。また、ＬＥＤプリモールド基板事業は、新規顧客開拓及び合理化によるコスト削減を推進しましたが、ＬＥ

Ｄ市場の停滞の影響もあり、伸び悩みました。なお、リードフレーム事業において、前年同四半期は、一部の製

品で当社の外注加工費用を含む取引がありましたが、商流変更により当第１四半期連結累計期間は外注加工費用

を除く取引となっております。この変更により売上は80百万円程度減少しました。

この結果、売上高は261百万円（前年同四半期比50.9％減）、セグメント損失は69百万円(前年同四半期はセグ

メント損失67百万円）となりました。
 
③その他

その他につきましては、リード加工金型及びリードフレーム用生産金型の販売であります。リードフレームを

使用する半導体の設備投資につきましては慎重であり、リード加工金型は低調に推移しました。

この結果、売上高は97百万円（前年同四半期比45.1％減）、セグメント利益は2百万円（前年同四半期はセグ

メント損失8百万円）となりました。

 
(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
 
(3）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は15百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 23,200,000

計 23,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,969,000 12,969,000
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

計 12,969,000 12,969,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
－ 12,969,000 － 5,837,500 － －

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    548,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,326,000 12,326 －

単元未満株式 普通株式     95,000 － －

発行済株式総数          12,969,000 － －

総株主の議決権 － 12,326 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の「株式数」及び「議決権の数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそ

れぞれ1,000株及び１個含まれております。

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名または名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

アピックヤマダ株式会社
長野県千曲市大字上

徳間90番地
548,000 － 548,000 4.22

計 － 548,000 － 548,000 4.22

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,460,611 2,052,228

受取手形及び売掛金 3,354,706 2,573,376

商品及び製品 469,776 815,035

仕掛品 1,894,673 2,095,165

原材料及び貯蔵品 121,654 190,479

その他 130,181 119,651

流動資産合計 9,431,603 7,845,936

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 908,170 874,011

機械装置及び運搬具（純額） 357,452 329,138

土地 488,099 488,099

その他 196,225 183,700

有形固定資産合計 1,949,948 1,874,950

無形固定資産 81,872 77,656

投資その他の資産   

その他 1,038,567 986,001

貸倒引当金 △4,798 △4,798

投資その他の資産合計 1,033,769 981,202

固定資産合計 3,065,589 2,933,809

資産合計 12,497,193 10,779,746

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,761,123 2,143,039

短期借入金 3,162,000 2,740,000

1年内返済予定の長期借入金 244,448 216,746

未払法人税等 36,930 4,068

賞与引当金 102,597 60,896

製品保証引当金 86,275 81,612

その他 517,206 507,564

流動負債合計 6,910,582 5,753,926

固定負債   

長期借入金 318,010 282,340

退職給付に係る負債 731,509 711,710

その他 209,294 195,004

固定負債合計 1,258,813 1,189,055

負債合計 8,169,395 6,942,981
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,837,500 5,837,500

利益剰余金 △1,191,787 △1,599,557

自己株式 △100,944 △100,972

株主資本合計 4,544,768 4,136,969

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △5,229 △9,246

為替換算調整勘定 △187,966 △269,691

退職給付に係る調整累計額 △23,773 △21,267

その他の包括利益累計額合計 △216,970 △300,205

純資産合計 4,327,797 3,836,764

負債純資産合計 12,497,193 10,779,746
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 2,343,836 1,686,070

売上原価 1,958,334 1,489,944

売上総利益 385,502 196,126

販売費及び一般管理費 561,317 573,130

営業損失（△） △175,815 △377,003

営業外収益   

受取利息及び配当金 1,659 1,631

為替差益 5,496 －

受取技術料 5,663 2,863

受取補償金 46,093 －

受取賃貸料 6,311 8,920

その他 8,661 6,379

営業外収益合計 73,886 19,795

営業外費用   

支払利息 19,136 17,706

持分法による投資損失 21,658 11,829

為替差損 － 16,125

その他 2,568 417

営業外費用合計 43,363 46,079

経常損失（△） △145,292 △403,288

特別利益   

固定資産売却益 436 －

特別利益合計 436 －

税金等調整前四半期純損失（△） △144,856 △403,288

法人税、住民税及び事業税 977 1,032

法人税等調整額 3,918 3,448

法人税等合計 4,896 4,481

四半期純損失（△） △149,752 △407,769

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △149,752 △407,769
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純損失（△） △149,752 △407,769

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 2,040 △4,016

為替換算調整勘定 15,851 △46,945

退職給付に係る調整額 2,476 2,506

持分法適用会社に対する持分相当額 △810 △34,779

その他の包括利益合計 19,557 △83,235

四半期包括利益 △130,194 △491,005

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △130,194 △491,005
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号 平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得し

た建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これによる損益に与える影響はありません。

 

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当

第１四半期連結会計期間から適用しております。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む）は、次のとおりであります。

 

前第１四半期連結累計期間

（自　平成27年４月１日

至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間

（自　平成28年４月１日

至　平成28年６月30日）

減価償却費 76,763千円 65,586千円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 

電子部品

組立装置
電子部品

その他

（注）

売上高     

外部顧客への売上高 1,633,046 533,456 177,334 2,343,836

セグメント間の内部売上高又

は振替高
18,874 6,377 2,370 27,622

計 1,651,920 539,834 179,704 2,371,459

セグメント利益又は損失（△） 47,465 △67,590 △8,075 △28,200

(注)「その他」の区分は、リード加工金型及びリードフレーム生産用金型の調達・販売等を行っております。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び該当差額の主

要な内容（差額調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 △28,200

セグメント間取引高消去 -

全社費用（注） △147,614

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △175,815

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 

電子部品

組立装置
電子部品

その他

（注）

売上高     

外部顧客への売上高 1,326,790 261,975 97,304 1,686,070

セグメント間の内部売上高又

は振替高
4 1,582 78 1,664

計 1,326,795 263,557 97,382 1,687,735

セグメント利益又は損失（△） △170,859 △69,602 2,962 △237,499

(注)「その他」の区分は、リード加工金型及びリードフレーム生産用金型の調達・販売等を行っております。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び該当差額の主

要な内容（差額調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 △237,499

セグメント間取引高消去 －

全社費用（注） △139,504

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △377,003

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　「会計方針の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間に「平成28年度税制改正に係る減価償

却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を適用し、平成28年４

月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しておりま

す。

　これによる報告セグメントの利益又は損失に与える影響はありません。

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

 

前第１四半期連結累計期間

（自　平成27年４月１日

至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間

（自　平成28年４月１日

至　平成28年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △12円06銭 △32円83銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）（千円） △149,752 △407,769

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（△）（千円）
△149,752 △407,769

普通株式の期中平均株式数（千株） 12,421 12,420

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

   
平成28年８月10日

アピックヤマダ株式会社
 

 取 締 役 会　 御 中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小松　　聡　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 下条　修司　　　印

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアピックヤマダ

株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日か

ら平成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アピックヤマダ株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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